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2015 年度特定共同研究申請書 

1.応募領域（丸を付けてください） 

    ○古代史料領域 中世史料領域 近世史料領域 海外史料領域 複合史料領域 

2.申請課題名 

9・10 世紀古文書に関する史料学情報の総合化研究 

3 新規・継続の別（丸をつけてください） 

    新規    ○継続 

4.申請者 

前近代日本史情報国際センター・教授・山 口 英 男 

5.所内共同研究者 

古代史料部門・教授・田 島  公 

古文書古記録部門・准教授・遠 藤 基 郎 

古代史料部門・助教・伴 瀬 明 美 

古代史料部門・助教・稲 田 奈津子 

6.希望する研究期間 

2012 年度～2015 年度 （ ４年間） 

7.課題の概要(400 字程度) （この項は広報等に利用・掲載することがあります） 

9・10 世紀古文書の研究は、古代の社会構成・地方制度・流通経済などの解明に多く

の成果を挙げてきた。こうした研究を牽引する上で大きな力となったのが『平安遺文』

の存在である。『平安遺文』は、それを通覧することで平安時代古文書のほぼ全貌を知る

ことができる点で、関係研究者にとって等しく大きな力となった。かつて『平安遺文』

が果たしたこのような総合的な研究環境の構築が、その後の史料学的研究の進展を受け、

今あらためて求められている。本研究は、その基盤となる作業を関係研究者の連携によ

って実施し、9・10 世紀古文書に関する史料学情報・学術情報の総合化をはかろうとす

るものである。具体的には、①調査所見・調査報告等からの史料学情報の集約・整理と

相互分析、②史料学情報抽出に関する調査内容（方法・視角）の解析・調整、③研究メ

ンバーによる連携的手法による史料学情報の協調的調査・収集を行う。なお、本研究課

題は、史料編纂所が行っている平安時代史料編纂の基礎研究としての位置付けを有する

ものでもある。 

8.研究の目的(400 字程度) 

現存する古代文書は、9 世紀に入るとその規模は縮小するが、売券研究に代表されるよ

うに、その史料学的研究は多くの成果を挙げてきた。その基盤となったのは『平安遺文』

であり、多様な所在形態を持つ古文書を網羅した史料集として、研究環境改善の面で極

めて大きな役割を果たした。その後、『平安遺文』に収録された文書・文書群については、

所在情報や原本調査所見が報告されるなど、史料学情報の蓄積が進められてきた。その

結果、『平安遺文』に収録されている情報を超えた、より詳細な各文書に関する史料学情

報が学界共有のものとなり、形態論・機能論・伝来論など多様な分析課題が新たに提示

される状況が生まれている。こうした蓄積を踏まえる形で、現在の研究レベルに即した
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史料学情報の集約と収集を行い、学界共有のものとして容易に利用できる進化した『平

安遺文』が提供されるならば、平安時代古文書に関する研究は新たな段階に進み、関連

研究の一層の充実につながることは疑いない。近年の学術情報デジタル化の趨勢を踏ま

えるなら、史料学情報・研究情報を総合的に盛り込んだ『デジタル版・平安遺文』の構

築が将来的に指向されるところであろう。本研究は、その前提となる基盤的作業を研究

連携の手法を用いて実施しようとするものである。また、本研究課題は、本所の行って

いる平安時代史料編纂の基礎研究としても位置付けられ、中でも現在刊行準備中の『九

世紀編年史料（仮題）』（大日本史料・首編、2016 年度以降刊行予定）編纂のための基礎

作業に当たるものである。 

9.共同利用・共同研究として進める意義と期待される研究成果(400 字程度) 

古文書の調査経験を有する研究者を主力とした共同研究として本研究を実施すること

により、内容・分野を限定せず、当該期古文書の全体を見通した視角の設定や、史料学

情報の調査・収集に関わるノウハウの実体化及び共有化が可能となり、その成果を学界

に還元できる。本研究によって、9・10 世紀古文書に関する研究環境の大幅な改善と、

その研究利用のための手続き的作業の軽減・効率化がもたらされる。また、前後の時代

の古文書をめぐる史料学的研究、特に近年急速に進展しつつある奈良時代古文書（正倉

院文書・木簡）に関する史料学的研究との関係において、相互対照によるフィードバッ

ク効果が生じることが期待される。 

10.研究の実施計画 

9・10 世紀の古文書に関する史料学情報の総合化として、①：調査所見・調査報告等

からの史料学情報の集約・整理と相互分析、②：史料学情報抽出に関する調査内容（方

法・視角）の解析・調整、③：①②から設定した共通の基準・視点に基づいて、共同研

究としての利点を生かした連携的手法により、担当者の個別の関心に限定されない汎用

的なデータ提供を可能とする協調的な史料調査・史料学情報収集を実施する。その際、

必要により共同研究メンバー以外の関係研究者の指導・協力も得る。 

2012～14 年度に 7 機関、6 史料群について調査を実施して調書を作成し、調査データ

を整理のうえ、汎用的な調査手法確定のための研究会を 4 回開催した（一部予定を含む）。

また、研究の展開にともない、研究メンバーを 2013・2014 年度に拡充した。2015 年度

は 3 年間の成果を踏まえて、研究メンバーによる合同調査・個別調査の実施（東京国立

博物館・京都国立博物館・奈良国立博物館などを予定）と調査情報の電子化を継続する

とともに、調書内容の改善・整備と調査データの有用性の検証のため、関係研究者の参

加も求めて研究会を開催する。また、研究期間の最終年度となるので、調査報告書の取

りまとめ作業を行なう。 

11. 研究成果の公開計画 

各古文書の調査データの公開と、史料学情報分析を中心とした研究論考を掲載した調

査報告書を、研究期間経過後に刊行する予定である。 

12. 共同研究員にもとめる役割 

古文書調査の経験を有し、その内容を本研究の実施に生かせること。 

連携的・協調的史料調査に積極的に参加すること。 

 


